
1



独立行政法人国民生活センター役員退職金に係る 
業績勘案率（案）について 

 
 

平成２３年  月  日 
内閣府独立行政法人評価委員会 

 
 
 
独立行政法人国民生活センターの退職役員に関する業績勘案率（案）については、以下

のとおりとする。 
 

理 事 柴崎 信三 業績勘案率は、１．０とする。 
 
 
（決定の方法） 

「内閣府所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」（平成１７年８月 
２３日内閣府独立行政法人評価委員会決定）に基づき決定 

 
（決定の理由） 

平成２３年  月  日開催の国民生活センター分科会において審議 
業績勘案率（算定方法は別紙）１．０を基本とし、退職した役員の業績等について、法

人から説明を受け審議したところ、基準業績勘案率を変更すべき特段の事情はないと判断

し、業績勘案率（案）を「１．０」にすることに決定した。 
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（別紙） 
 

柴崎 信三前理事の基準業績勘案率の算定 
 

１．業績勘案率の算定期間 平成１９年６月１日～平成２２年１１月３０日 
 
２．算定方法 

「内閣府所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」２．（１）に基

づき、退職した役員が在職した各事業年度毎に基準値を設定し、各事業年度毎の在職

月数に応じて加重平均した値（小数点第２位以下は四捨五入）を基準業績勘案率とし

た。 
 

（１） 各事業年度の基準値（職責にかかる項目数により算定） 
① 平成１９年度（Ｗ） 

Ａ＋      Ａ      Ｂ      Ｃ      Ｄ 
（０×５ ＋ １９×４ ＋ ０×３ ＋ ０×２ ＋ ０×１）／１９＝４．０ 

Ｗ＝１．０ 
 

② 平成２０年度（Ｘ） 
Ａ＋      Ａ      Ｂ      Ｃ      Ｄ 

（０×５ ＋ １９×４ ＋ ０×３ ＋ ０×２ ＋ ０×１）／１９＝４．０ 
Ｘ＝１．０ 

 
③ 平成２１年度（Ｙ） 

Ａ＋      Ａ      Ｂ      Ｃ      Ｄ 
（０×５ ＋ ２０×４ ＋ ０×３ ＋ ０×２ ＋ ０×１）／２０＝４．０ 

Ｙ＝１．０ 
 

④  平成２２年度（Ｚ） 
（役員が在職した期間の法人の業績実績の状況、前年度の業績実績との比較などに 
より分科会において決定） 

Ｚ＝１．０ 
 
（２） 基準業績勘案率の算定 

（Ｗ×１０月 ＋Ｘ×１２月 ＋ Ｙ×１２月 ＋ Ｚ×８月）／４２月＝基準業績勘案率 
（1.0×１０月＋1.0×１２月 ＋1.0×１２月＋1.0×８月）／４２月＝１．０ 
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平成２２年度における独立行政法人国民生活センター 
役員退職金に係る業績勘案率（案）の基準値について 

 
 
                     平成２３年  月  日 
                     内閣府独立行政法人評価委員会 

国民生活センター分科会長 山 本  豊 
 
 
 
平成２２年度における独立行政法人国民生活センターの退職役員に関する業績勘案率

（案）の基準値については、以下のとおりとする。 
 
 

理事 柴崎 信三 平成２２年度における業績勘案率の基準値は、１．０とする。 
 
 
 
（決定の方法） 

「内閣府所管独立行政法人の役員退職金に係る業績勘案率について」（平成１７年８月 
２３日内閣府独立行政法人評価委員会決定）に基づき決定 

 
 
（決定の理由） 

平成２３年  月  日開催の国民生活センター分科会において審議 
平成２２年度における当該役員が在職した法人の業務の状況は、平成２２年度計画に沿

って順調に行われており、前年度の業務実績等を総合的に勘案して決定 
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 Ａ+ 0 0 0 0

Ａ 19 19 20 20

Ｂ 0 0 0 0

Ｃ 0 0 0 0

Ｄ 0 0 0 0

項目数計 19 19 20 20

柴崎前理事所掌項目の各年度における評価結果

平成22年度(仮)平成21年度
　　　　　　年度
評価

平成20年度平成19年度
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柴崎前理事所掌項目の評価結果 19年度

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる
べき措置

（２）国民への情報提供
①報道機関等を通じた情報提供
・ＰＩＯ－ＮＥＴの情報やセンターが処理した苦情相談を分析し、その結果を年度内に20テー
マ以上提供する。また、これらの被害の未然防止や拡大防止の観点から必要がある場合には、
関係事業者（団体）及び関係行政機関への要望及び情報提供を行う。

Ａ

②出版物、テレビ、ホームページ等による情報提供
ア．ホームページ
・引き続き社会的に問題となっていて消費者の関心の高い情報の提供を行うこと等により、ア
クセス件数の増加を図る。

Ａ

・携帯電話による情報提供の充実を図る。 Ａ

イ．テレビ番組
・視聴者モニターにアンケート調査を実施し、5段階評価で4以上の満足度の評価を得るよう努
めるとともに、その結果を企画・構成面に反映させる。

Ａ

ウ．定期出版物等
・「くらしの豆知識」について、適切なテーマ選択と満足度調査実施のため、読者等へのアン
ケート調査とヒアリングを実施し、読者への満足度アンケート調査において、5段階で4以上の
満足度の評価を得る。

Ａ

・「国民生活」について、内容の充実と満足度調査の実施のため、読者等へのアンケート調査
を実施し、読者への満足度アンケート調査において、5段階で4以上の満足度の評価を得る。

Ａ

・「たしかな目」について、内容の充実と満足度調査の実施のため、読者等へのアンケート調
査を実施し、読者への満足度アンケート調査において、5段階で4以上の満足度の評価を得る。

Ａ

③消費者団体、事業者団体、ＮＰＯ等との情報交換
・消費者フォーラムを開催し、参加者から5段階評価で4以上の満足度の評価を得るよう実施す
る。

Ａ

・消費者団体やＮＰＯが活動や交流のために利用できる場所となる「くらしの情報交流プラ
ザ」で、“くらしの情報交流プラザ☆さろん”を、東京事務所の耐震補強工事期間中を除き、
毎月1回開催する。

Ａ

（５）研修
①研修
・地方公共団体の職員及び消費生活相談員を対象とする研修を6コース実施する。

Ａ

・地方公共団体等の消費生活相談員を対象とする研修を13コース実施する。 Ａ

・地方公共団体で消費生活相談業務に従事している行政職員および消費生活相談員を対象とす
る消費生活相談員移動セミナー（地方都市開催）を26コース実施する。

Ａ

・企業の消費者対応部門の職員等を対象とする研修を4コース実施する。 Ａ

・学生及び小学校、中学校、高等学校の教員を対象とした研修を2コース実施する。 Ａ

・地域における消費者活動推進者（消費者活動に関心のある消費者及び行政職員、消費生活相
談員等）を対象とした研修を1コース実施する。

Ａ

・相模原市と共催で、一般市民、一般消費者、行政職員、消費生活相談員等を対象とした公開
講座を1コース実施する。

Ａ

・研修コース毎に受講者に対するアンケート調査を実施し、その結果を研修内容等の充実に活
用するとともに、受講者から5段階評価で平均4以上の満足度の評価を得る。

Ａ

②消費生活専門相談員資格の審査及び認定
・消費生活専門相談員の能力・資質の向上等を図るための資格認定試験について、各地の地理
的条件に配慮した人材供給を確保していくという観点から、全国15ヶ所以上で実施する。

Ａ

（６）商品テスト
・テスト結果を、報道機関、ホームページ、テレビ番組、「たしかな目」、「国民生活」など
を通じて迅速に情報提供する。

Ａ

評価項目（平成19年度） 柴崎理事
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柴崎前理事所掌項目の評価結果 20年度

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる
べき措置

（２）国民への情報提供の強化
①報道機関等を通じた情報提供
・ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報を迅速に分析してとりまとめ、記者説明会を機動的に開
催することにより、年間５０件以上の情報提供を行う。

Ａ

②ホームページ、出版物、テレビ番組等による情報提供
ア．ホームページ
・コンテンツの迅速な追加・更新、既存コーナー運用方法の見直し等により、ホームページ利
用者の利便性の向上を図る。

Ａ

・緊急性が高い問題については、必要とされる情報を迅速かつ的確に提供する。 Ａ

イ．出版物
・消費者問題の専門誌として「月刊国民生活」を創刊し、定期発行する。

Ａ

・「月刊国民生活」について、内容の充足と満足度の向上を図るため、読者等へのアンケート
調査を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価を得る。

Ａ

・国民の日常生活の情報源として「くらしの豆知識」を年１回発行し、消費者情報の普及を図
る。

Ａ

ウ．テレビ番組
・国民生活センターの情報を活用して、悪質な販売手口や製品事故等に関する情報を毎月２回
以上定期的に放映する。

Ａ

・放映された番組内容をホームページを通じて動画配信する。 Ａ

・視聴者モニターに対するアンケート調査を実施し、５段階評価で平均４以上の満足度の評価
を得る。

Ａ

エ．高齢者や障害者等への情報提供
・高齢者や障害者に加えて、それらの方々を支援する民生委員や介護関係者等を対象に、悪質
商法や製品事故等に関するメールマガジン（高齢者版、子ども版）を発行する。

Ａ

・メールマガジン等の情報を活用した印刷物を作成し、民生委員や介護関係者等に対して配布
し、情報提供する。

Ａ

（６）研修の充実
①地方公共団体職員・消費生活相談員向け研修への重点化
・消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職員、消費生活相
談員を対象とした研修に重点化を図ることとし、全研修コース数のうち、これらを対象とする
研修を９割以上とする。

Ａ

・研修コース毎に、受講者に対するアンケート調査を実施するとともに、受講者を派遣した地
方公共団体へのアンケート調査を実施する。アンケート調査の結果は研修内容の充実に活用す
るとともに、受講者および地方公共団体から５段階評価で平均満足度４以上の評価を得る。

Ａ

・中小企業等の消費者相談部門等に所属する職員を対象に、苦情処理に必要な一般的知識及び
法令等の専門的知識、並びに最近の消費者問題等を習得するための研修を行う。

Ａ

・地方の消費生活相談体制の強化を図るため、モデル事業として、相談体制の脆弱な地域に経
験豊富な相談員を訪問させ、現地の相談員に対し助言・指導を行う。

Ａ

②消費生活専門相談員資格認定制度
・消費生活センター等において相談業務に携わる相談員の資質・能力の向上等を図るため消費
生活専門相談員資格の審査及び認定を行う。

Ａ

・各地の地理的条件に配慮した人材の供給を確保する観点から、全国１５箇所以上で資格試験
を実施する。

Ａ

・資格取得者の資質・能力の維持・向上を図るため、消費生活センター等での実務に就いてい
ない資格取得者が資格の更新を行う際に受講する講座を平成20年度より実施する。

Ａ

③消費者・企業向け研修への市場化テスト導入
・消費者・企業向け研修への市場化テストの導入に向け、実施要項（案）を作成するととも
に、官民競争入札等監理委員会の審議スケジュールに沿い、所定の審議を経る。

Ａ

評価項目（平成20年度） 柴崎理事
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柴崎前理事所掌項目の評価結果 21年度

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措
置

（２）国民への情報提供の強化
①報道機関等を通じた情報提供
・ ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報を迅速に分析してとりまとめ、記者説明会を機動的に開催す
ることにより、年間５０件以上の情報提供を行う。

Ａ

・ 国民への情報提供に当たっては、悪質商法や製品事故などによる消費者被害の発生や拡大を防ぐ
観点から、事業者名を含めた公表に積極的に取り組む。

Ａ

②ホームページ、出版物等による情報提供
ア．ホームページ
・ コンテンツの迅速な追加・更新、新規コーナーの追加等により、ホームページ利用者の利便性の
向上を図る。

Ａ

・ 緊急性が高い問題については、必要とされる情報を迅速かつ的確に提供する。 Ａ

イ．出版物
・ 消費者問題の専門誌として「月刊国民生活」を定期発行する。

Ａ

・ 「月刊国民生活」について、内容の充足と満足度の向上を図るため、読者等へのアンケート調査
を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価を得る。

Ａ

・ 国民の日常生活の情報源として「くらしの豆知識」を年１回発行し、消費者情報の普及を図る。 Ａ

ウ．高齢者や障害者等への情報提供
・ 高齢者や障害者に加えて、それらの方々を支援する民生委員や介護関係者等を対象に、悪質商法
や製品事故等に関するメールマガジン（高齢者版、子ども版）を発行する。

Ａ

・ メールマガジン等の情報を活用した印刷物を作成し、民生委員や介護関係者等に対して配布し、
情報提供する。

Ａ

③消費者庁の行う注意喚起への協力
・ 消費者庁が行う注意喚起について、ホームページ、出版物等を通じて消費者に情報提供する。

Ａ

（５）関係機関との連携
④独立行政法人
・ 製品評価技術基盤機構、農林水産消費安全技術センター、国立健康・栄養研究所との情報共有を
進め、商品テスト、研修等に関し連携を図る。

Ａ

⑥情報公開
・ 情報公開請求に対して適切に対応する。

Ａ

（６）研修の充実
①地方公共団体職員・消費生活相談員向け研修への重点化
・ 消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職員、消費生活相談員
を対象とした研修に重点化を図ることとし、全研修コース数のうち、これらを対象とする研修を９割
以上とする。

Ａ

・ 研修コース毎に、受講者に対するアンケート調査を実施するとともに、受講者を派遣した地方公
共団体へのアンケート調査を実施する。アンケート調査の結果は研修内容の充実に活用するととも
に、受講者および地方公共団体から５段階評価で平均満足度４以上の評価を得る。

Ａ

・ 中小企業等の消費者相談部門等に所属する職員を対象に、苦情処理に必要な一般的知識及び法令
等の専門的知識、並びに最近の消費者問題等を習得するための研修を行う。

Ａ

②消費生活専門相談員資格認定制度
・ 消費生活センター等において相談業務に携わる相談員の資質・能力の向上等を図るため消費生活
専門相談員資格の審査及び認定を行う。

Ａ

・ 各地の地理的条件に配慮した人材の供給を確保する観点から、全国１５箇所以上で資格試験を実
施する。

Ａ

・ 資格取得者の資質・能力の維持・向上を図るため、消費生活センター等での実務に就いていない
資格取得者が資格の更新を行う際に受講する講座を実施する。

Ａ

③消費者・企業向け研修への市場化テスト導入
・ 消費者・企業向け研修への市場化テストの導入に向け、実施要項（案）を作成し、官民競争入札
を導入する。

Ａ

（９）地方公共団体に対する支援
・ 地方の消費生活相談体制の強化を図るため、平成２０年度に実施したモデル事業の結果を踏ま
え、市区町村の相談窓口へ経験豊富な相談員を訪問させ、現地の相談員に対し助言・指導を行う。

Ａ

評価項目（平成21年度） 柴崎理事
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柴崎前理事所掌項目の評価結果(11月30日まで） 22年度

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる
べき措置

（２）国民への情報提供の強化
①報道機関等を通じた情報提供
・ ＰＩＯ－ＮＥＴ等で収集される情報を迅速に分析してとりまとめ、記者説明会を機動的に
開催することにより、年間５０件以上の情報提供を行う。

Ａ

・ 国民への情報提供に当たっては、悪質商法や製品事故などによる消費者被害の発生や拡大
を防ぐ観点から、事業者名を含めた公表に積極的に取り組む。

Ａ

（２）国民への情報提供の強化
②ホームページ、出版物等による情報提供
ア．ホームページ
・コンテンツの迅速な追加・更新、新規コーナーの追加等により、ホームページ利用者の利便
性の向上を図る。

Ａ

・ 緊急性が高い問題については、必要とされる情報を迅速かつ的確に提供する。 Ａ

イ．出版物
・ 消費者問題の専門誌として「月刊国民生活」を定期発行する。

Ａ

・ 「月刊国民生活」について、内容の充足と満足度の向上を図るため、読者等へのアンケー
ト調査を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価を得る。

Ａ

・ 国民の日常生活の情報源として「くらしの豆知識」を年１回発行し、消費者情報の普及を
図るとともに、視覚障害者のためのデイジー版を作成する。

Ａ

ウ．高齢者や障害者等への情報提供
・ 高齢者や障害者に加えて、それらの方々を支援する民生委員や介護関係者等を対象に、悪
質商法や製品事故等に関するメールマガジン（高齢者版、子ども版）を発行する。

Ａ

・メールマガジン等の情報を活用した印刷物を作成し、民生委員や介護関係者等に対して配布
し、情報提供する。

Ａ

③消費者庁の行う注意喚起への協力
・ 消費者庁が行う注意喚起について、ホームページ、出版物等を通じて消費者に情報提供す
る。

Ａ

（５）関係機関との連携
④独立行政法人
・ 製品評価技術基盤機構、農林水産消費安全技術センター、国立健康・栄養研究所との情報
共有を進め、商品テスト、研修等に関し連携を図る。

Ａ

⑥情報公開
・ 情報公開請求に対して適切に対応する。

Ａ

（６）研修の充実
①地方公共団体職員・消費生活相談員向け研修への重点化
・ 消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職員、消費生活
相談員を対象とした研修に重点化を図ることとし、全研修コース数のうち、これらを対象とす
る研修を９割以上とする。

Ａ

・ 研修コース毎に、受講者に対するアンケート調査を実施するとともに、受講者を派遣した
地方公共団体へのアンケート調査を実施する。アンケート調査の結果は研修内容の充実に活用
するとともに、受講者および地方公共団体から５段階評価で平均満足度４以上の評価を得る。

Ａ

・ 中小企業等の消費者相談部門等に所属する職員を対象に、苦情処理に必要な一般的知識及
び法令等の専門的知識、並びに最近の消費者問題等を習得するための研修を行う。

Ａ

②消費生活専門相談員資格認定制度
・ 消費生活センター等において相談業務に携わる相談員の資質・能力の向上等を図るため消
費生活専門相談員資格の審査及び認定を行う。

Ａ

・ 各地の地理的条件に配慮した人材の供給を確保する観点から、全国１５箇所以上で資格試
験を実施する。

Ａ

・ 資格取得者の資質・能力の維持・向上を図るため、消費生活センター等での実務に就いて
いない資格取得者が資格の更新を行う際に受講する講座を実施する。

Ａ

③消費者・企業向け研修への市場化テスト導入
・ 官民競争入札の結果を受け、国民生活センターにおいて研修を実施する。

Ａ

（９）地方公共団体に対する支援
地方の消費生活相談体制の強化を図るため、都道府県へのヒアリングやアンケート調査の結果
を踏まえ、市区町村の相談窓口へ経験豊富な相談員を訪問させ、現地の相談員に対し助言・指
導を行う。

Ａ

評価項目（平成22年度 （仮） ） 柴崎理事
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柴崎前理事の業績について 

 

 

１．就任及び退任日 

・平成１９年６月１日に独立行政法人国民生活センター理事就任 

・平成２２年１１月３０日に退任 

 

２．在職期間 

３年６ヶ月 

 

３．職務 

  独立行政法人国民生活センター（以下「センター」という。）広報部、研修部、総務部

企画調整課（地方支援に係る業務及び 40 年史編纂に係る業務。平成 21 年 4 月から）を

所掌。 

 

４．主たる業務 

柴崎理事は、センターの理事に就任以来、広報部、研修部、総務部企画調整課（地方

支援に係る業務及び創立 40 周年記念事業に係る業務。平成 21 年 4 月から）を所掌する職

にあって、担当業務を積極的に推進することを通し、理事長を的確に補佐し、次に挙げ

る業績を上げた。 
 

○広報業務 

国民への情報提供の強化については、商品テスト結果及び PIO-NET の情報やセンター

が処理した苦情相談等をもとにした消費者向けの注意情報について情報提供を行う記者

説明会を機動的に開催することにより、消費者被害の未然防止に貢献した。 

ホームページのコンテンツの迅速な追加・更新等により、必要とされる情報を迅速か

つ的確に提供した。また、悪質商法や製品事故に関するメールマガジンを発行し、高齢

者や障害者等への情報提供を指揮した。 

  また、センター発行「月刊国民生活」「くらしの豆知識」等の各種出版物について

も、マスコミ出身者としての適切な指導・助言を行い内容の充実に努めた。 
 
○研修業務 

  全国の消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職員、

消費生活相談員を対象とした研修への重点化を図った。相談員を対象とした地方開催研

修の実施を積極的に推進した。平成 21年度においては、公共サービス改革基本方針（平

成 19年 12月 24日閣議決定）に基づき、消費者・企業向け研修の市場化テストの導入を

指揮した。 
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相談員の資質・能力の向上等を図るため消費生活専門相談員資格の審査及び認定を行

うとともに、消費生活センター等での実務に就いていない資格取得者が資格の更新を行

う際に受講する講座の開始に尽力した。 

 
○地方支援に係る業務及び 40年史編纂・記念事業の実施に係る業務 

地方の消費生活相談体制の強化を支援するため、市区町村の相談窓口へ経験豊富な相

談員を訪問させ、現地の相談員に対して助言・指導を行う「相談専門家による巡回事業」

を平成 21 年 7 月より本格的に実施するにあたり、その業務を積極的に推進した。 

  当センターの創立 40 周年記念誌の編纂及び記念事業の実施に向けて、創立 40 周年記

念事業推進委員会を立ち上げ、委員長として委員会の議事を指揮し、記念誌の発行及び

記念事業を実施した。 
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平成２２年４月１日～１１月３０日における柴崎前理事の業績について 

 

広報部、研修部、総務部企画調整課（地方支援に係る業務及び創立 40周年記念事業に係

る業務）を所掌し、担当業務を積極的に推進した。 
 

○広報業務 

国民への情報提供の強化については、商品テスト結果及び PIO-NET の情報やセンター

が処理した苦情相談等をもとにした消費者向けの注意情報について情報提供を行う記者

説明会を機動的に開催することにより、消費者被害の未然防止に貢献した。 

ホームページのコンテンツの迅速な追加・更新等により、必要とされる情報を迅速か

つ的確に提供した。また、悪質商法や製品事故に関するメールマガジンを発行し、高齢

者や障害者等への情報提供を指揮した。 

  また、センター発行「月刊国民生活」「くらしの豆知識」等の各種出版物について

も、マスコミ出身者としての適切な指導・助言を行い内容の充実に努めた。 
 
○研修業務 

  全国の消費生活センターの相談処理や啓発の能力を高めるため、地方公共団体の職員、

消費生活相談員を対象とした研修を重点的に実施した。地方で開催する相談員を対象と

した研修の実施を積極的に推進した。 

相談員の資質・能力の向上等を図るため消費生活専門相談員資格の審査及び認定を行

うとともに、消費生活センター等での実務に就いていない資格取得者が資格の更新を行

う際に受講する講座の実施に尽力した。 

 
○地方支援に係る業務及び 40年史編纂・記念事業の実施に係る業務 

地方の消費生活相談体制の強化を支援するため、市区町村の相談窓口へ経験豊富な相

談員を訪問させ、現地の相談員に対して助言・指導を行う「相談専門家による巡回事業」

の業務を積極的に推進した。 

  当センターの創立 40 周年記念誌の編纂及び記念事業の実施に向けて、創立 40 周年記

念事業推進委員会の委員長として委員会の議事を指揮した。10 月には『国民生活センタ

ー40 周年記念誌 －2000～2009 年度の歩み－』を刊行し、関係者への配布を取り仕切っ

た。また、記念事業の実施に尽力した。 
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